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平成 24 年１月 30 日 

各 位 

上場会社名 セーラー広告株式会社 

代表者 代表取締役社長 村上 義憲 

(コード番号 2156） 

問合せ先 執行役員総務本部長 青木 均 

(TEL 087-825-1156） 

 

上場会社名 シナジーマーケティング株式会社 

代表者 代表取締役社長兼CEO 谷井 等

(コード番号 3859） 

問合せ先 経営企画室長 加藤 卓 

(TEL 06-4797-2300） 

 

 

セーラー広 告 株 式 会 社 とシナジーマーケティング株 式 会 社 の 

業 務 提 携 に関 するお知 らせ 

 

 

セーラー広告株式会社（以下、セーラー広告）とシナジーマーケティング株式会社（以下、シナジーマーケティン

グ）は、平成 24 年１月 30 日開催の各々の取締役会において、両社の提供するサービスの販売および開発に関して

業務提携することに合意いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．業務提携の理由 

インターネット業界は、技術進歩が非常に速く、市場が拡大する中でサービスも多様化しております。また、広告

業界におきましても、モバイルを含めたインターネット環境の波及は広告手法の多様化をもたらしており、自前でシ

ステムを構築することなく、低コストで高いセキュリティを実現できるクラウドコンピューティングは、急激にその需要

が拡大しており、注目の市場となっております。 

このような環境の中、セーラー広告は、四国および岡山・広島エリアを中心に、地域に密着したきめ細かな提案

活動によって顧客の抱える様々な課題を解決する総合コミュニケーション活動を基軸とした総合広告業を営み、情

報のＩＴ化により複雑化の様相を見せる広告市場においてシェアを獲得するための販売力強化策を検討しておりま

した。 

一方、シナジーマーケティングは、CRM（※１）分野を事業ドメインとし、統合顧客管理システム「Synergy!」(※２)

の提供を中心としたクラウドサービス群の販売とそれに付随する企業の CRM 活動の支援を行っており、販売強化

のための事業エリア拡大を検討しておりました。 

この度、両社は、セーラー広告が持つ中四国エリアに根ざしたエリアマーケティングのノウハウと、シナジーマー

ケティングの CRM 分野におけるノウハウを融合し、双方の強みを活かすことによって、CRM サービスの提供を通し

たより質の高いマーケティングプランの提案を可能とするため、両社の提供するサービスの販売および開発に関し

て業務提携することに合意いたしました。 

両社は、今回の業務提携を通して、中四国エリアに拠点を配する企業のマーケティング活動のさらなる深化をお

手伝いすることを目指し、同エリアの経済発展に寄与したいと考えております。 

 

※１ CRM（Customer Relationship Management） 

顧客満足度を向上させるために、個々の顧客と企業との長期的な関係を構築するマーケティング手法のこと 

※２ 統合顧客管理システム「Synergy!」 

クラウド形式による企業の顧客情報資産を一元管理するソフトウェア 
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２．業務提携の内容 

シナジーマーケティングの提供するクラウドサービス群（コミュニケーション・プラットフォーム「Synergy!」、マーケ

ティングナビゲーター「Synergy!360」など）の中四国エリアにおける販売を、同エリアにおける販売に強みを持つセ

ーラー広告へ委託するものです。 

なお、中四国エリアにおけるクラウドサービス群の販売は、セーラー広告の 100％子会社であるアド・セイル株式

会社（香川県高松市 代表取締役社長 間 敬三／以下、アド・セイル）が担うことになります。具体的には、シナジ

ーマーケティングに寄せられるクラウドサービス群に関する中四国エリアからの問い合わせ対応から、販売、導入

支援、サポートに至るまでをアド・セイルが担うことなり、シナジーマーケティングはアド・セイルに対し、必要となる

CRM に関するノウハウの提供や営業支援を行います。 

 

３．各社の概要 

(１)セーラー広告株式会社の概要 

①商号 セーラー広告株式会社 

②主な事業内容 テレビ、新聞など各種メディアを媒介とした広告の企画、立案、制作 

セールスプロモーション、インターネット関連広告 ほか 

③設立年月日 昭和 26 年３月 30 日 

④本店所在地 香川県高松市扇町二丁目７番 20 号 

⑤代表者の役職・氏名 代表取締役社長 村上 義憲 

⑥資本金の額 294 百万円（平成 23 年９月 30 日時点） 

⑦従業員数 156 名（平成 23 年９月 30 日時点） 

渡辺 静二郎 16.81％

株式会社ぐりーん企画 16.12％

セーラーグループ社員持株会 9.77％

株式会社香川銀行 4.27％

セーラー広告取引先持株会 4.13％

工藤 信仁 3.61％

セーラー広告株式会社 3.12％

植村 貴好 1.92％

株式会社百十四銀行 1.64％

⑧大株主および持株比率 

（平成 23 年９月 30 日時点） 

東京海上日動火災保険株式会社 1.64％

⑨当該会社の最近３年間の経営成績および財政状態 

 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 

連結純資産 1,846 百万円 1,728 百万円 1,803 百万円

連結総資産 4,442 百万円 4,665 百万円 4,433 百万円

1 株当たり連結純資産 311.35 円 293.55 円 305.97 円

連結売上高 9,661 百万円 9,586 百万円 8,622 百万円

連結経常利益 110 百万円 39 百万円 151 百万円

連結当期純利益 24 百万円 △96 百万円 98 百万円

1 株当たり連結当期純利益 4.03 円 △16.39 円 16.72 円

1 株当たり配当金 4.00 円 4.00 円 4.00 円
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 (２)シナジーマーケティング株式会社の概要 

①商号 シナジーマーケティング株式会社 

②主な事業内容 CRM 関連製品の提供並びにサービスの企画・ソフト開発 

CRM 戦略構築支援並びに各種 CRM 業務の代行 ほか 

③設立年月日 平成 17 年６月１日 

④本店所在地 大阪市北区堂島一丁目６番 20 号 

⑤代表者の役職・氏名 代表取締役社長兼 CEO 谷井 等 

⑥資本金の額 1,154 百万円（平成 23 年９月 30 日時点） 

⑦従業員数（連結） 178 名（平成 23 年９月 30 日時点） 

谷井 等 18.48％

田畑 正吾 14.10％

楽天株式会社 12.55％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3.62％

セールスフォース・ドットコム・インク 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

2.59％

田代 正雄 2.51％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2.50％

株式会社ツルヤ 1.77％

シナジーマーケティング従業員持株会 1.67％

⑧大株主および持株比率 

（平成 23 年 12 月 31 日時点） 

株式会社オプト 1.41％

⑨当該会社の最近３年間の経営成績および財政状態 

 平成 20 年 12 月期 平成 21 年 12 月期 平成 22 年 12 月期 

連結純資産 985 百万円 1,223 百万円 1,557 百万円

連結総資産 1,196 百万円 1,671 百万円 2,052 百万円

1 株当たり連結純資産 49,279.96 円 296.80 円 372.23 円

連結売上高 1,593 百万円 2,169 百万円 3,002 百万円

連結経常利益 321 百万円 402 百万円 472 百万円

連結当期純利益 194 百万円 216 百万円 232 百万円

1 株当たり連結当期純利益 9,448.57 円 54.21 円 57.95 円

1 株当たり配当金 972.00 円 7.00 円 8.00 円

※平成 20 年７月１日付で株式１株につき 2 株の株式分割を行っております。 

※平成 21 年７月１日付で株式１株につき 200 株の株式分割を行っております。 

 

（３）両社の関係 
 

資本関係 両社間には、記載すべき資本関係はありません。また、両社の関係者およ

び関係会社間においても、特筆すべき資本関係はありません。 

人的関係 両社間には、記載すべき人的関係はありません。また、両社の関係者およ

び関係会社間においても、特筆すべき人的関係はありません。 

取引関係 

 

両社間には、記載すべき取引関係はありません。また、両社の関係者およ

び関係会社間においても、特筆すべき取引関係はありません。 

関連当事者への該当状況 両社は、それぞれの関連当事者には該当しません。また、両社の関係者

および関係会社は、それぞれの関連当事者には該当しません。 

 

４．日程 

  平成 24 年１月 30 日  取締役会 

  平成 24 年１月 30 日  協業に関する基本契約締結 
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５．今後の見通し 

当該業務提携が、両社の業績に与える影響は軽微です。 

ただし、当該業務提携は、今後の両社の企業価値向上に資する業務提携と考えており、今後、両社の業績に

重大な影響を与えることが明らかになった場合には、適時お知らせいたします。 

 

以上 


